
 小牧市公共下水道区域外流入受益者分担金に関する条例施行規程をここ

に公布する。  

 

  令和８年１０月１日  

 

 

小牧市下水道事業  

小牧市長  天  野  正  基  

 

 

小牧市下水道事業管理規程第３号  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



小牧市公共下水道区域外流入受益者分担金に関する条例施行

規程  

  

（趣旨）  

第１条  この規程は、小牧市公共下水道区域外流入受益者分担金に関する

条例（令和８年小牧市条例第３８号。以下「条例」という。）の施行に

ついて必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この規程において使用する用語は、条例において使用する用語の

例による。  

（受益者の地積）  

第３条  分担金の算定基準となる地積は、公簿によるものとする。ただし、

公簿により難いときその他特別の理由があると管理者が認めるときは、

実測その他の方法によることができる。  

（受益者の申告）  

第４条  条例第４条の規定により告示された賦課対象区域内の土地の所有

者は、当該告示のあった日から３０日以内に受益者である旨を管理者に

申告しなければならない。この場合において、当該土地に条例第２条第

２号ただし書に規定する地上権者、質権者、使用借主又は賃借人（以下

「権利者」と総称する。）があるときは、当該権利者と連署しなければな

らない。  

２  同一の土地について２人以上の所有者又は権利者があるときは、代表

者を定め、当該代表者が前項の手続を行うものとする。  

（分担金額等の決定通知）  

第５条  条例第５条第３項の規定による分担金の額及びその納期等の通知

は、公共下水道区域外流入受益者分担金決定通知書（様式第１）による。  

（分担金の徴収）  

第６条  条例第５条第４項の規定による分担金の徴収は、納入通知書兼領

収書（様式第２）によるものとする。  

（分担金の減免）  



第７条  条例第６条第２項の規定による分担金の減免は、別表に定めると

ころによる。  

２  条例第６条第２項の分担金の減免を受けようとする者（同項第３号に

係る減免を受けようとする者を除く。）は、その旨を管理者に申請しな

ければならない。  

３  管理者は、前項の申請があったときは、その適否を決定し、公共下水

道区域外流入受益者分担金減免決定通知書（様式第３）により通知する

ものとする。  

（賦課徴収手続の特例区域の指定等）  

第８条  管理者は、別表条例第６条第２項第３号の項に定める土地に係る

分担金が条例第６条第２項第３号の規定により全額減免されるべきもの

と認めたときは、その区域を賦課徴収手続の特例区域として指定し、当

該区域及び地積を告示するものとする。  

２  前項の規定に基づき告示された賦課徴収手続の特例区域の土地につい

ては、その土地について第４条第１項、第６条並びに前条第２項及び第

３項に規定する行為をすべき者の行為は、当該告示の日においてなされ

たものとみなす。  

（分担金の督促）  

第９条  管理者は、受益者が分担金を納期限までに完納しないときは、納

期限後２０日以内に督促状（様式第４）を発しなければならない。  

（不申告等の取扱い）  

第１０条  管理者は、この規程に規定する申告すべき事項について申告の

ないとき、又はその内容が事実と異なると認めるときは、申告によらな

いで認定することができる。  

 （雑則）  

第１１条  この規程に定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事

項及び必要な書類の様式は、別に定める。  

   附  則  

この規程は、令和８年１０月１日から施行する。  



別表（第７条、第８条関係）  

区分  減免の対象  減免率（単位パーセ

ント）  

条 例 第 ６ 条

第 ２ 項 第 １

号  

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）

第１条に規定する学校用地  

７５  

社会福祉施設用地  ７５  

警察法務収容施設用地  ７５  

一般庁舎用地  ５０  

病院及び診療施設用地  ２５  

有料の公務員宿舎用地  ２５  

公営住宅用地  ２５  

公用財産用地  ２５  

条 例 第 ６ 条

第 ２ 項 第 ２

号  

道路、河川、堤防、水路、公園、広場等

の用地  

１００  

条 例 第 ６ 条

第 ２ 項 第 ３

号  

土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９

号）に基づく土地区画整理事業又は新住

宅市街地開発法（昭和３８年法律第１３４

号）に基づく新住宅市街地開発事業その

他これらに類する事業により設置され

た排水管渠
きょ

等の設置が公共下水道であ

る場合又は当該事業者が公共下水道に

係る費用を提供した場合においては、こ

れら事業の施行区域内の土地  

当該事業者が排水管

渠等の施設を設置す

るために要した費用

の額又は提供した額

に応じて管理者が定

める率  

都市計画法（昭和４３年法律第１００

号）第７条第２項に規定する市街化区域

内及び周辺対策事業区域内の土地  

排水管渠等を設置す

る者が当該排水管渠

等の施設を設置する

ために要した費用の



額に応じて管理者が

定める率  

条 例 第 ６ 条

第 ２ 項 第 ４

号  

消防団が所有し、又は使用している消防

施設用地  

１００  

自治会等が運営管理する集会所用地  １００  

公道に準ずる私道及び水路敷  １００  

社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）

第２２条に規定する社会福祉法人が同

法第２条に規定する社会福祉事業の用

に供する土地  

７５  

管理者がその状況により特に減免する

必要があると認める土地  

管理者が定める率  

 

 


